都市計画実習　防災班　中間発表レジュメ
2009.05.19(Tue)

3 days survival

澤田敏規（班長）小畑博史　島田達成　鈴木碧衣　竹崎敦　林恵子　八木下沙織
糸井川栄一（担当教員）西羅憲作（TA）
1. 問題背景
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近年、首都直下型地震や茨城県南部地震の発生が懸念されている。政府の調査によると、首都圏直下の地震によりつくば市周辺でも震度6程度の地震が起こる可能性が指摘されている。このような可能性がある中で私たちが安心できる生活のためには、普段の生活の中での安全だけでなく、非常時の災害への対策も必要であるだろう。
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しかし、つくば市では過去に大きな地震災害を経験したことがなく、特にそこに住まう筑波大生の多くは大学周辺では大きな地震が起こらないと考えている。それゆえ防災意識は低く対策も十分であるとは言えないのではないだろうかと考えられる。

災害発生時、外部から救援がくるまでには3日間は必要だと言われている。2002年の防災班の研究においては筑波大学における震災時の避難に関する研究が行われたが、震災発生からの3日間に焦点をあてて、いかにして地域にある資源のみで生き延びるかを研究したものはない。

そこで私たちはヒアリングやアンケートを通して実態調査を行い、市や大学の防災に対する意識や大学生の備蓄の現状を明らかにし、筑波大学だけでなく、つくば市全体の防災力向上に寄与できる提案を行いたい。

2. 目的
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　上記の問題背景から、文献調査を行った。阪神大震災などの過去の事例を検証すると、市や周辺施設の対応だけでは、3日間を過ごすには不十分であった、ということが明らかになっている。
　筑波大学周辺での対応はどうだろうか？それを知るために、つくば市や大学、ライフライン施設における災害対策に関するヒアリング調査を行った。その結果、市や大学での備蓄だけでは全住民を網羅するには不十分であり、個人の対策が必要不可欠であると考えられる。しかし、防災意識の低い筑波大生の対策は十分なのか。災害に対する意識や備蓄の状況はどうだろうか。
そこで、アンケート調査により防災意識と備蓄の関係を検証するとともに、いかにして筑波大生の備蓄を増やし、震災発生からの3日間を生き延びるかを提案することを研究の目的とする。
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3. 実態調査

3.1. 文献調査

	初動対応（初動72時間を中心として）
阪神大震災発生直後、避難所にはわずかな食糧・物資しか届かず、配給は騒然となった。避難者数に比較して届いた食糧・物資の量が圧倒的に不足していた。避難者全員にいきわたらないため、届いた物資の配給を見合わせた避難所もあった。　（内閣府　教訓情報資料集より）


このことより、発災後3日間は、市の備蓄に頼らざるを得ないにも関わらず、その絶対量が不足していた、ということがわかる。各自治体によって防災対策はまちまちであり、つくば市各所での対応はどうなっているのか知る必要があると思い、ヒアリング調査を行うことにした。
3.2. ヒアリング

●　つくば市役所生活安全課（4/30、色川さん・浦和さん）
Q．災害対策マニュアルってあります？

A．地域防災計画を作成しています。一般の人も閲覧可能ですよ。

Q．市役所は災害時に避難所になりますか？

A．混雑回避に不安があるため、利用はできませんね。

Q．備蓄はありますか？

A．ほとんどないです・・・

Q．災害対策で最も大切なことは？

A．市のサポートには限界があるため、できる限り自助・共助を行ってほしいですね。

●　筑波大学総務部リスク管理課（5/8、黒岩さん）

Q．災害対策はしていますか？

A．マニュアルは現在作成中です。

Q．備蓄はありますか？

A．現在何がどの程度必要か洗い出している最中です。

Q．避難訓練を行わない理由は何ですか？

A．授業や研究の関係上実施が困難です。訓練を強制する規則がないのです。

Q．震災時に大学を避難場所として提供してくれますか？

A．学生だけでなく、周辺住民に解放するつもりです。大学としての対応を確定し次第、市と協議して連携を進めます。
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●　つくば市役所上下水道部（4/30、小吹さん）

Q．災害対策はしていますか？

A．指定避難場所までは水が行くよう、水道管を整備しています。

Q．災害時の対応はどうですか？

A．貯水池にある水で半日程度は供給できると思います。

Q．市民が対策すべきことは何ですか？
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A．ポリタンクの用意や、水の蓄えをして欲しいと思います。

●　学園ガス（5/8、穂刈さん）

Q．災害対策はしていますか？

A．病院や避難場所には優先的に供給できるよう、補強、耐震化を行っています。

Q．自治体との連携はしていますか？

A．災害発生時はもちろんのこと、防災に関しても自治体と連携して対策を行っています。その一環として、つくば市の防災訓練にも毎年参加しています。
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考察
ヒアリング結果より、研究学園都市として計画的につくられたつくば市は、ライフラインも計画的に整備されており、ある程度災害に強いつくりであると言える。よって、ライフラインの供給に頼ることもできるが、最終的に必要なのは、自助である。例えば水道に関して言うと、貯水池はあっても筑波大から遠かったり、水を運ぶにはポリタンクが必要であったりと、各自での備えが必要である。
また、市や大学の備蓄は十分であるとは言えない。備蓄を増加させるためにはコスト面での制約が大きく、今後備蓄を充足させるのは困難であると考えられる。よって、個人での備蓄が必要不可欠である。
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つまり、市や大学の対策は全体的なものであり、個々の欲求に答えられるレベルのものではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
防災において、公助はいわば最後の砦であり、重要なのは自助の部分である。そこで、筑波大生の備蓄と自助意識に着目して、仮説を考えてみる。
5. 仮説の設定
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2002年の防災班の研究では筑波大生の自助意識の低さが明らかにされた。そこで、自助意識と備蓄深く関係していると想定すると、現状、筑波大生はAの段階にあると考えられる。自助意識を高め、備蓄をさせること（Cの段階へのシフト）ができれば理想的だが、直接自助意識を向上させることは難しいと考えられる。このことから

「自助意識の向上ではなく、周辺施設・大学等による共助の手助けがあれば備蓄を向上させる（Bの段階へのシフト）ことが出来るのではないか」
と仮説を設定する。
6. 今後の流れ
上記の仮説を検証するために、周辺店に対するヒアリング調査・筑波大学生に対するアンケート調査を行う。まず周辺店にヒアリング調査を行うことにより、行政だけでなく民間の対応を知ることができ、災害発生時の状況をより具体的に把握することができる。同時に、周辺店の共助意識に関しても調査を行う。次に、市・ライフライン施設・大学・周辺店へのヒアリング結果を踏まえ、筑波大生の備蓄向上につながる共助案を作成する。そして、筑波大生へのアンケート調査により、筑波大生の防災対策に関する現状把握と共助案の有効性の検証を行う。最終的には、筑波大生の備蓄を増やすとともに、自助意識を向上させられる提案を行いたい。

· 周辺店に対するヒアリング調査
【対象】

セブンイレブン、カスミ等

【質問内容（一部抜粋）】

· 災害時、店を営業しますか？

· 物資を提供しますか、それとも販売しますか？

· 備蓄庫として店舗の一部を提供するスペースの余裕はありますか？
現状把握と共助意識の向上

　　　　　　　　　　　共助の手助けの
　　　　　　　　　　　　具体案を作成

· 筑波大生に対するアンケート調査

【対象】

筑波大生

【質問内容（一部抜粋）】

· つくば市に今後震度6弱程度の地震が起こると思いますか？

· 災害用に備蓄を行っていますか？

現状把握と仮説の検証
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図2　研究のフロー
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図5　仮説のイメージ図





図4　自助の重要性




















図3　水の蓄え





図1　筑波大生の非常用持ち出し袋所有率(2002)





図6　周辺店の立地








